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　 月 日、会計年度任用職員に勤勉手当支給を可能とする地方自治法改正案に関する質疑が衆議院4 13
総務委員会で行われた。翌 日に採決が行われた結果、賛成多数で可決された。その後、各派共同提案に14
よる附帯決議案を立憲民主党の奥野総一郎議員が提案、決定された。
 
　法案は今後、参議院総務委員会での審議に移る。自治労は引き続き早期の成立を求めて取り組む。


